
要 旨

慢性腎不全の有効な治療手段として，透析療法と腎

移植が挙げられる．腎移植は，QOLが高く，また経

済的にも透析療法に比べて安価な根治的治療にかかわ

らず，わが国では欧米諸国に比べて普及していないの

が現状である．また，現在の慢性腎不全対策では，腎

移植の飛躍的な普及は望めない．社会的，経済的，お

よび医学的問題などを総合的に考慮しながら，真に腎

移植を推進したいならば，慢性腎不全の総合医療対策

をもう一度考え直す時期に来ている．

はじめに

腎移植は末期腎不全の根治的治療であり，免疫抑制

療法の進歩により，その成績は飛躍的に向上している．

また，社会復帰年齢では，透析療法に比べて延命，お

よびQOLにおいても優れた治療である．

5年後の慢性腎不全医療を考えるなかで，腎移植が

わが国でどこまで普及するか，また，どうすれば普及

するのか検討を加えたい．

1 わが国の腎移植の現況と成績

1） 現 況

現在，全世界では年間約60,000例の腎移植が実施

されている．しかし，わが国では，その成績において

は欧米諸国と遜色ないが，ここ十数年の推移をみても，

わずか年間500～800例の腎移植しか実施されていな

いのが現状である（図1）1,2）．これらの推移から考え

てよほどのことがない限り5年後の腎移植医療は現

状と変わらないと思われる．

一方，透析人口は2001年12月末現在21万人を

超え，人口 100万人あたりの透析患者数は，1,722

人と世界で群を抜いている3）．その背景には更生医療

による経済保障の存在が大きく，国民総医療費約31

兆円のうちこの対症療法に1兆円以上の金額が費や

されている．さらに深刻なことは糖尿病性腎症を原疾

患とする透析患者が年毎に増加し，1998年には慢性

糸球体腎炎を超え，現在でも年間約13,000人の透析

患者が増えて，いまだにプラトーに達していない．こ

のままの増加率では， 2010年には透析人口は

35～40万人に達すると推定され，早急に対策を練ら

なければ，早晩経済的面や物的資源などからみても破

綻せざるをえない医療となる4）．その対策の一部とし

て国家プロジェクトのレベルで，QOLが高く，経済

効率の高い腎移植にある程度シフトしなければ，本来

透析療法しか適応のない患者も本治療法を受けること

が困難となる．

2） 成 績

免疫抑制薬シクロスポリンが腎移植の臨床に応用さ

れ，急性拒絶反応が抑制されるようになってから

1～10年までの短期・中期の成績は向上した．
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日本移植学会の2000年の腎移植臨床登録集計報告

によると，1997年12月31日以前に実施された過去

約30年間の移植症例数12,381例中追跡調査できた

約10000例の成績を見ると，1,5,10および15年生

存率は，生体腎で，それぞれ95％，89％，82％，お

よび76％であり，献腎でそれぞれ91％，84％，77

％，および71％であった．一方その生着率は，生体

腎ではそれぞれ89％，73％，54％，および41％で

あり，献腎では，78％，59％，43％，および31％

であった．生体腎が献腎移植に比べて生存率では約5

％，生着率では約10％高い値を示している．

図 2は時期別の生着率を示しているが，わが国で

シクロスポリンが治験で使用された1983年以降でそ

の成績が向上している．

次に移植腎機能廃絶の原因についてみると，慢性拒

絶反応が生体腎で51.1％，献腎で43.0％と最も高く，

続いて急性拒絶反応で，それぞれ7.9％，14.0％とこ

れについでいる．

腎移植患者の死因は，生体腎では脳血管障害と心疾

患がともに6.8％と最も高く，感染症が6.3％とこれ

についでいる．献腎移植では，感染症が第一位で

9.4％と最も高く，続いて脳血管障害の8.6％，心疾

患の7.1％である．長期予後を左右する因子として悪

性腫瘍の割合が増えてきている．その種類として悪性

リンパ腫が第一位を占め，肝癌，大腸癌，および胃癌

などが多い1,2）．

図 3は，わが国における最近のタクロリムス使用

1,000例の成績を示している．まだ3年follow-upの

データしかでていないが，大変優れた成績を示してい

る．今後長期予後がどのように推移するかその動向に
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図2 時期別移植腎生着率
太田和夫：日透医誌，Vol16,No2,2001,p172より

図1 腎移植数の推移



注目したい5,6）．

米国の最新のデータをMR Firstが第2回国際免

疫抑制療法会議で発表しているが，生体腎の1,3,お

よび 5年生着率は，それぞれ 95％，87％，および

78％であり，同じく献腎では，それぞれ89％，76％，

および65％であった7）．

2 わが国において腎移植を普及させるためには

クリアしなければならない問題として大きく社会的

問題と医学的問題に分けることができる．前者では，

先に腎移植の成績を述べたが，この治療手段が優れて

いることを前提とした上で「いかに献腎提供を増やす

か」という命題を解決する必要がある．

後者の問題として移植を普及させるためには，腎移

植の適応を拡大する，さらに腎移植を含めた慢性腎不

全の生涯治療のシステムを確立し，移植腎をいかに長

期生着させるかなどの課題があげられる．

1） 社会的問題

1.献腎提供を増やすには

「献腎移植を増やすには」という質問に対して，誰

からも「献腎提供を増やせば」という明快な回答が返っ

てくる．考えてみればみるほど単純な論理であるが，

実践はきわめて難しい．それはほとんどの行為が，ボ

ランティア活動に支えられているからである．

献腎提供の解決策として表1にあげたような対策
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図3a タクロリムス1,000例の成績（全体の成績）

図3b タクロリムス1,000例の成績（生体腎，献腎移植別の成績）



があるが，現在わが国に求められているものは，即効

性のある方法である．その方法とは

① 献腎の配分方法の変更

② 病院開発

③ 院内DCA（donoractioncommittee;臓器提

供推進委員会）の設置

④ 病院機能評価の算定

⑤ 提供病院に対する経済支援

などがあげられるので，これらを概略する8～12）．

① 献腎の配分方法の変更

2002年1月10日より献腎の配分方法が変わった．

従来のレシピエントの選択基準は，組織適合性を重視

していたため，遠方で移植されるケースが多く，その

ため阻血時間が長くなり成績がむしろ低下した．新し

い基準で大きく変更された点は，第一にポイント制を

採用したこと．また，従来基準における成績の反省か

ら阻血時間を短縮するために地域性を重視した．すな

わち，その地域で提供された献腎はその地域の患者に

移植することが原則となった．したがってその地域で

献腎の提供を推進するような努力をしなければ，その

地域の腎不全患者には献腎移植が難しいことになった．

すなわち，地域の活性化は，全体の活性化に繋がる．

詳しいことはガイドラインを参考にしてもらいたい

（表2）．

② 病院開発システムの確立

移植医と臓器移植コーディネーターが連携して定期

的に提供病院の普及啓発におもむき，院内勉強会を開

催する．臓器移植の現況やその尊さ，さらに臓器提供

の必要性について講義する．その目的は，院内の医療

従事者に臓器移植および臓器提供の意識を改革するこ

とにある．さらにその病院において臓器移植および臓

器提供に対して理解を得られたら，その病院の窓口と

なる院内コーディネーターを配置してもらい，以後臓

器移植コーディネーターと院内コーディネーターは定

期的に会合を開き，臓器提供をしやすい環境をつくる

（表3）．

③ 院内DAC（臓器提供委員会）

ベルギーには DonorActionFoundationと呼ば

れる臓器提供に関する教育機関があり，今年，厚生科

学研究「病院開発モデル作成に関する研究班」，ノバ

ルティスファーマ株式会社，および日本移植学会臓器

提供推進委員会の協力のもと，わが国で体験教育を実

施した（図4）．その目的は，提供病院にDAC委員

会を設置することにある．個人のボランティア活動に

は限界があるので，構成員一人ひとりが欠けても活動

を存続させる組織をつくることが最も大切である．ど

のようなDACを設置すれば望ましいかというと，臓

器移植法の基本的理念にも謳われているように提供者

の意思を最大限に尊重し，かつ医療関係者の負担をで

きる限り軽減できるような臓器提供委員会を設置する

ことである．

DonorActionFoundationでは，臓器提供を推進

するために教科書が作成されており，わが国の実情に

合うように日本語版が作成され，わが国でも教育がな

される予定になっている．

④ 病院機能評価機構による外部評価

病院機能評価の項目に臓器提供充足条件を取入れ，
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表1 献腎提供の解決策

●市民公開講座：臓器移植推進月間啓発運動

●臓器提供意思表示カードの配布（患者会中心）

●即効性

●献腎の配分方法の変更（地域から提供された腎臓は地域へ），

地域の活性化は全体の活性化に

●病院開発

●院内にDAC（donoractioncommittee;臓器提供推進委

員会）の設置

●病院機能評価（外部評価）

表2 腎移植希望者（レシピエント）選択基準

1.前提条件

� ABO式血液型

� リンパ球直接交叉試験陰性

2.優先順位

� 搬送時間（阻血時間）同一都道府県内，同一ブロック

内（6or12点）

� HLA型の適合度（0～14点）

� 待機日数（1年：1点 10年以上log計算）

� 小児待機患者（16歳未満：14点）

表3 病院開発の進め方

1.第1回院内説明会

臓器移植コーディネーターの紹介

移植のすばらしさ，臓器提供の尊さ

病院全体の臓器移植，臓器提供の意識改革

対象：医師およびコ・メディカル

2.臓器移植コーディネーターの定期的訪問，院内コーディ

ネーターとの連携，個票の収集，ドナー情報の収集

3.第2回院内説明会：前年1年間の成果を報告

マスコミを活用：情報公開



それを満たす病院では評価を上げる措置をとる．現在

提供病院では臓器提供してもメリットがないのが実情

であり，臓器提供病院ではそのレベルの高さを認知し

てあげることは重要である．

⑤ 臓器提供病院に対する経済的支援

現在，提供病院では腎臓提供がなされた場合のみ，

保険診療の一部が補填されるようになっている．心臓，

肝臓，肺臓，膵臓，および小腸などの臓器摘出に関す

る費用の補填はなく，提供病院の持ち出しとなってい

る．臓器提供は，現実には時間外になされることが多

く，それに対する費用および人的資源の負担は大きい．

これに対する公的支援は是非とも必要である．

2） 医学的問題

腎移植を推進させるために解決しなければならない

医学的問題は，大きく分けて腎移植の適応拡大と集学

治療の確立があげられる．

1.腎移植の適応拡大

① marginaldonorの拡大

理想的なドナーばかりを追求していると，おのずと

適応が厳しくなり，数が減ってしまう．ドナー年齢，

遷延する阻血時間，HCV陽性ドナーは陽性レシピエ

ントに移植するなど医学的に許される範囲で移植が実

施されれば適応が拡大される．marginalrecipient

の拡大，年齢，長期透析患者，合併症を抱えた患者の

移植には術前に評価を正しく行い，周術期に起きやす

い合併症に対処する．ABO血液型不適合腎移植や既

存抗体陽性例などの免疫学的ハイ・リスク患者に対し

て最新の免疫抑制療法を駆使して腎移植を成功に導く

（表4）13～15）．

② 集学的医療システムの確立

腎移植を普及させるためには，この治療法が慢性腎

不全患者の生涯治療の一環であることを認識すること

が大切である．もはや延命の手段ではなく，高い

QOLが要求される治療である．また，手術手技の確

立，免疫抑制療法や周術期管理の改善などにより，そ

の合併症も外科的なものから生活習慣病に移ってきて

いる．さらにこの生活習慣病を予防することが移植腎

を長期に生着させることが明らかになってきている．

そのためには移植外科医を中心に内科医，小児科医，

臨床薬剤師，および移植コーディネーターなどの職種

が連携した集学的医療システムの確立が必要である
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図4 DonorActionFoundation主催の授業終了証明書

表4 医学的問題の解決策

腎移植システムの確立

1.腎移植の適応拡大

� marginaldonorの拡大

� marginalrecipientの拡大

� ABO血液型不適合腎移植

� 既存抗体陽性の腎移植

2.集学的治療の確立



（図5,6）16,17）．

また，これらの合併症を管理するためには，今後腎

臓内科医や透析医の診療参加は必須である．米国移植

学会の趨勢をみると，10年前は移植外科医が主流で

あったが，現在で内科医が主流になっている．これは

このような背景による．わが国においても移植医療の

主体が内科医になれば，移植医療は真の意味で普及し

たことを証明したことになる．

おわりに

5年後の腎不全医療を考える中で，腎移植はわが国

でどこまで普及するか，また，どうすれば普及するか

検討を加えた．

現在の慢性腎不全対策では，腎移植の飛躍的な普及

は望めない．社会的，経済的，および医学的問題など，

これらを総合的に考慮しながら，真に腎移植を普及さ

せたいならば，慢性腎不全の総合医療対策をもう一度

考え直す時期に来ているのではないかと考えている．
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